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除染推進の体制の整備について 
 

環境省においては、放射性物質汚染対処特措法が平成 24 年１月１日に全面施

行されたことに伴い、体制の整備を図っているところ。 
 
１．福島県等における除染を推進し、環境を再生するための拠点として、本年

１月４日付で「福島環境再生事務所」を開所した。さらに本年４月より、地

元とより緊密な連携を図るため、福島環境再生事務所に５つの支所を設置。

また、関東地域における除染の推進を図るため、関東地方環境事務所の組織

として、放射能汚染対策課を新設した。 
これらにより、環境省における除染の推進体制は、福島で 200 人超、本省・

関東の事務所や派遣・協力人員を含めると 500 人規模となっている。 
 

＜浜通り北支所＞ 

場   所： 南相馬市 

担当市町村： 南相馬市、飯舘村、相馬市等 
 

＜浜通り南支所＞ 

場   所： 広野町 

担当市町村： 楢葉町、いわき市、川内村、広野町等 
 

＜県北支所＞ 

場   所： 福島市 

担当市町村： 川俣町、浪江町、福島市等及び福島県外（岩手県、宮城県） 
 

＜県中・県南支所＞ 

場   所： 郡山市 

担当市町村： 田村市、富岡町、双葉町、葛尾村、郡山市、須賀川市等 
 

＜会津支所＞ 

場   所： 会津若松市 

担当市町村： 大熊町、会津坂下町、湯川村、会津美里町等 

 
２．除染等に関する専門家を市町村等の要請に応じて派遣するとともに、除染

のボランティア活動等の関連情報の収集・発信を行う拠点として、本年１月

20 日に、福島県と環境省が「除染情報プラザ」を立ち上げた。同プラザでは、

7 月 7 日のリニューアルオープンを経て、「知る、考える、進めるために。」というキャ

ッチフレーズをコンセプトに、除染にかかわる各種情報を必要としている方々に向

けて提供・発信する情報拠点としての機能を強化しているところ。 



特措法施行に関する体制について

環境省本省、地方事務所（福島、関東）の職員、
協力人員を含め５００人規模
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栃木県、茨城県、群馬県、千葉県、埼玉
県の５１市町村

担当する自治体

福島県、岩手県、宮城県の５３市町村

担当する自治体

関東地方環境事務所
（さいたま市）

福島除染推進チーム

福島環境再生事務所

（福島市）

地方

※協力人員： （株）東京電力、（独）日本原子力研究開発機構
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